
平成３０年度 障害者差別解消法受付台帳

No. 受付日 相談者 相手方（事業者等） 相談内容 対応内容

1 6月11日 知的障害者の保護者 民間事業者
　話すことがままならない、判断能力が乏しいという理由でクレジッ
トカードが作れなかったが、その対応について正しかったのか確認し
たい。

　民間事業者に確認したところ、社内の取り決めで、お断りしたとのことで
あった。しかしながら、当事者同士がお互い、理解しあえる話合いをするよ
うお願いし、相談者にもその旨を伝えた。

2 6月15日 知的障害者の保護者 民間事業者

　理髪店において、同行したヘルパーが補装具を付けたまま散髪の椅
子に移乗したところ、椅子を傷つけてしまった。次に利用した際に
は、装具を外し移乗したが、次回からは車椅子のまま散髪し、シャン
プーや髭剃りはなしでの対応としたいと言われ、息子が傷ついた。

　相談者は事例として記録してほしいとのことであったため、事業者に対し
て障害者差別解消法について説明して終結。

3 6月22日 匿名 教育機関
　学校の教員が高圧的で、配慮に欠けた言葉を使うので相談しにく
い、教員の態度を改めるためにはどこに相談したらい良いか知りたい
とのこと。

　学校の校長や副校長に相談するほか、東京都の特別支援教育推進室を紹介
した。

4 7月30日 民間事業者 -

　車椅子を利用している障害者から「誰でもトイレ」は、車椅子専用
にしろと恫喝され、対応した職員の氏名等をインターネットに掲載さ
れてしまった。今後、区にも報告すると言っていたので、事前に連絡
したとのこと。

　その後、車椅子利用者の方からは区に対して連絡はなし。

5 8月2日 呼吸器系疾患者 鉄道事業者
　喫煙所が併設された駅ホームの喫茶店の排煙口から、煙草の煙が
ホームに流れてきており、相談者に害を及ぼしている。

　保健所とともに訪問し、現場を確認した。今後の予定している駅改修工事
の際に、撤去することを確認し、相談者に報告した。

6 9月18日 行政機関 - 　職員の事務のミスにより利用者との間に誤解を生じてしまった。
　内容はあくまでも事務のミスであり障害を理由とする差別とは言い難かっ
た。その後、施設職員のスキルアップのために、障害者の差別解消について
研修を行うこととした。

7 9月19日 精神障害者 行政機関
　担当職員の対応が悪く、就職もうまくいかず、借金を背負ってし
まった。その職員の態度を改めてほしい。

　翌日、再度の電話があり、伝えたいことがあれば自分で言うとのこと。担
当の係長と情報共有を行った。

8 1月10日 知的障害 行政機関
　大きな声を出すという理由で、担当職員から通所施設を利用できな
い旨の説明をされた。

　事実確認を行ったところ、確認不足、説明不足があったことから、担当職
員及び相談者に対して、お互いが納得する話合いをすることをお願いした。
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指定特定相談支援事業について 

 

 

１．指定特定相談支援事業所数及び相談支援専門員数の推移 

 H25.3 H26.3 H27.3 H28.3 H29.3 H30.3 H30.12 

事業所数 4 6 18 29 30 29 29 

相談支援専門員数   5(4)  11(8)  36（23）  53（30）  54（33） 54（33） 59（35） 

（ ）内は兼務職員の数 

２．計画相談実績の推移 

 H25.3 H26.3 H27.3 H28.3 H29.3 H30.3 H30.12 

障 

害 

者 

受給者数 2,264 2,438 2,581 2,753 2,900 2,981 3,093 

計画作成済 

(うちｾﾙﾌﾌﾟﾗﾝ）

12 
(0)

143 
(0)

662  
(33)

2,445 
(807)

2,802 
(500)

2,981 
(994) 

3,093 
(967)

達成率（％） 0.5 5.9 25.6 88.8 96.6 100.0 100.0 

セルフプラン 
率（％） 0.0 0.0 5.0 33.0 17.8 33.3 31.3 

障 
害 

児 

受給者数 458 781 927 1,138 1,331 1,372 1,705 

計画作成済 

(うちｾﾙﾌﾌﾟﾗﾝ）

19 
(0)

60 
(0)

395 
(0)

1,138 
 (260)

1,331 
(227)

1,372 
(369) 

1,705 
(613)

達成率（％） 4.1 7.7 42.6 100.0 100.0 100.0 100.0 

セルフプラン 
率（％） 0.0 0.0 0.0 22.8 17.1 26.9 36.0 

 
３．事業所への支援 

 「特定相談支援事業所就業・定着促進事業」の実施（27 年度～） 
（相談支援専門員の育成及び確保に係る事業） 
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専門部会からの報告  

  

精神部会・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

   

  相談支援部会・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７ 

 

  就労支援部会・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１ 

 

  児童部会・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５ 

  

権利擁護部会・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１ 
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Ⅰ 部会概要 
 部 会 長 平松 謙一（社会福祉法人おあしす福祉会理事長及びＮＰＯ法人

ピア江東理事長） 
 副部会長 高井 伸一（地域活動支援センター施設長） 
 部 会 員 精神障害者通所施設職員、地域活動支援センター職員、グループ

ホーム職員、木場公共職業安定所、権利擁護センター職員、訪問

看護ステーション職員、都立精神保健福祉センター職員 
江東区（保護第一課、保護第二課、保健相談所、障害者支援課） 

 そ の 他 当事者（障害者本人・家族） 
 

Ⅱ 会議経過 

 
[平成２９年度] 
 第１回  平成２９年５月１１日（木） 

議題 １．平成２８年度 精神部会報告 
２．平成２９年度 精神部会のとりくみについて意見交換 
３．基幹相談支援センターへの意見交流 

         
第２回  平成２９年９月７日（木） 

   議題 １．第 1 回江東区障害者計画・障害福祉計画推進協議会報告 
２．第 1 回江東区自立支援協議会報告 
３．居住ワーキング 活動報告 
 

第３回  平成２９年１１月２２日（水） 
   議題 １．平成 29 年度 障害福祉計画推進協議会の報告 
      ２．居住サポートについて 
      ３．精神保健福祉マップ（ハンドブック）の作成について 
 
第４回  平成３０年１月３１日（水）     

議題 １．平成２９年度障害福祉計画推進協議会の報告 他 
     ２．グループワーク（本人･家族を中心に） 

・精神保健福祉マップ（ハンドブック）の作成に向けて 
        ・福祉サービスのよくわかること、わからないこと 
          
 第５回  平成３０年３月８日（木） 
   議題 １．講義 「自立生活援助」について～精神障害にも対応した 

地域包括ケアシステムの構築を目指して～ 
            講師 金川 洋輔（サポートセンターきぬた） 

      ２．次年度の取り組みについて 
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[平成３０年度] 
部会の進め方 

  精神部会を以下の３グループに編成し、各々の課題について討議を深めた。 
① 「長期入院患者の地域移行を進めるためのグループ」 
② 「地域生活を支える仕組みを考えるグループ」 
③ 「制度や施設を紹介、進めていくことを考えるグループ」 

          
第１回 平成３０年５月３０日（水） 

議題 １．平成２８年度 精神部会報告 
２．平成２９年度 精神部会取り組みについて  

      ３．グループ別討議 
        ① 長期入院患者の地域移行を進めるためのグループ 
        ② 地域生活を支える仕組みを考えるグループ 
        ③ 制度や施設を紹介、進めていくことを考えるグループ                 

 
第２回 平成３０年７月１２日（木） 

    議題 １．グループ別討議 
           

 第３回 平成３０年９月１３日（木） 
議題 １．地域移行支援の取り組みについて 

地域活動支援センター ウィル・オアシス 

       ２．実践報告 

     体験発表「長期入院から、退院後の生活について」 

地域活動支援センター ロータス 

３．各グループの進捗について 

       
 第４回 平成３０年１１月８日（木） 
    議題 １．グループ別討議 
 
 第 5 回 平成３１年１月１０日（木）  
    議題 １．住宅入居等支援事業について 
           地域活動支援センター ウィル・オアシス 
          ○事例報告 

  地域活動支援センター ウィル・オアシス 
  地域活動支援センター ロータス 

       ２．精神部会 提言（案）について 
 ３．その他 

 

第６回  平成３１年３月１２日（木） 開催予定 
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Ⅲ 居住支援ワーキンググループ  

 
[平成２９年度] 
第１回開催 平成２９年５月２５日（木）１８時３０分～２０時 

  議題 「お部屋さがしサポート事業」事務説明会報告 
（１）「お部屋さがしサポート事業」の概要について 

 
（２）住宅確保要配慮者（障害者等）の受け入れ態勢について 
 講義「精神障害とは 

           ～医学モデルと社会モデルの統合」 
        講師 平松 謙一（おあしす福祉会理事長及びピア江東理事長 

江東区自立支援協議会精神部会長） 
 

（３）質疑 
  参加  18 名 
 
第２回開催 平成２９年６月１日（木）１８時３０分～２０時 
議題  同上 

  参加  5 名 
 

第３回開催 平成２９年６月２８日（水）１６時００分～１７時００分 
   議題 １．住宅課「お部屋さがしサポート事業」説明会報告  
      ２．「お部屋さがしサポート事業」について 
      ３．グループホームの状況など 
 
[平成３０年度] 
 第１回開催 平成３０年９月１３日（木） 
   議題  講義 「住宅入居等支援事業について」 

講師 磯田 渉（地域活動支援センターウィル・オアシス） 
   参加  22 名 

Ⅳ 精神部会からの提言 課題解決に向けて 

 

課題：精神障害にも対応した地域包括ケアシステムを構築する 

 

検討：3つのグループで各々の課題について検討した 

 

（１）保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置について 

① 課題  

国の指針によれば、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの
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構築を目指す新たな政策理念を踏まえ、保健、医療、福祉関係者によ

る協議の場の設置することとしている。 

江東区においても、第５期江東区障害者計画で、平成３２年度末ま

でに協議の場を設置するとしている。 

 

② 検討 
 精神部会では、当事者、家族、福祉事業者、関係機関が横につなが

り、精神障害者が地域で安心して自分らしく生活していける仕組みづ

くりのために、検討を重ねている。協議の場の設置に向けて、各事業

所のサービスや支援について互いに理解し、顔の見える連携に努めた。 

 
（２）精神障害者の住まいの確保支援について 

   ① 課題 
      区内グループホームはここ数年増設されず、障害者が自立を目指

すためには、近隣区または遠方の施設に頼らざるを得ない。またグル

ープホーム退所後も、区内のアパート探しは空き物件が少なく、また

家賃も高く、困難を極めている。 
 

② 検討 
     平成３０年から住宅課のお部屋探しサポートに精神障害者も適応

されることになった。さらに平成３０年６月から、区内２つの地域活

動支援センターで居住サポート事業が開始された。 

居住支援ワーキングでは、住宅課と連携し、不動産団体へお部屋探

しサポートや居住サポート事業についての説明会を実施した。さらに

部会においても、居住サポート事業についての学習会を実施した。 

 

（３）入院中の精神障害者の地域移行について 

 ① 課題 

厚生労働省「精神保健福祉資料（630 調査）」によると、区内の 1

年以上の長期入院患者は、平成２８年６月３０日現在 260 名に及ぶ。  

地域生活に関する体制づくりを行い、長期入院患者の地域移行、地

域定着を図る必要がある。 

 

② 検討 
         地域移行について学習し、地域移行を利用し、退院した利用者から

の体験発表を実施、取り組みの理解を深めた。 
         また、保護課が実施している長期入院患者訪問に同行し、長期入院

患者の状況の把握に努めた。 
         さらに、精神障害者の地域生活支援と支援ネットワークの構築のた

め、当事者も関係者も利用できるような医療精神保健福祉マップづく

りに向け、議論を重ねた。 
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提言： 

 ① 既存の会議体を活用し、保健・医療・福祉関係者による協議の場の設

置を目指す。 

② 精神障害者が入居可能なグループホームの整備を図るとともに、居住

に関する課題の実態把握に努める。 

③ 基幹相談支援センターを設置するとともに、長期入院患者の地域移行、

地域定着を進めるため、一般相談支援事業所の強化に努める。 
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Ⅰ 部会概要 

 

部会長 夏梅照子（江東楓の会） 

部会員 障害者通所施設職員、居宅介護事業所職員、地域活動支援センター   

    職員、児童発達支援施設職員、知的障害者相談員、区職員(事務局） 

 

Ⅱ 会議経過 

 

[平成２９年度] 
 

第１回  平成２９年７月２１日（金） 

  議題 １ 今年度の相談支援部会の活動について 

     ２ 第１回江東区特定・障害児支援事業者連絡会の開催について  

     ３ 移動支援について 

 

第２回  平成２９年１０月１１日（水） 

  議題 江東区の防災対策について 

      区防災課職員を講師に迎え「防災対策の基礎知識（震災編）」をテ

ーマに講話を受けた。 

 

第３回  平成３０年２月１４日（水） 

  議題 今年度のまとめについて 

      平成３０年度障害福祉サービス等報酬改定について説明 

 

[平成３０年度] 
 

第１回   平成３０年７月５日（木） 

  議題 １ 今年度の活動内容について 

     ２ 高齢障害者における介護保険と障害福祉サービスの適用関係 

について 

     ３ 障害児から障害者への移行に伴う課題について 

 

 第２回 平成３０年１０月２４日（水） 

  議題 １ 高齢障害者における介護保険と障害福祉サービスの適用関係 

       について 

     ２ 障害児から障害者への移行に伴う課題について 

 

 第３回 平成３０年１２月１７日（月） 

  議題 自立支援協議会への提言について 
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Ⅲ 相談支援部会からの提言・・・課題の解決に向けて 

 １ 移動支援等について 

  ①課題・検討内容 

   移動支援のヘルパーがなかなか確保できない。 

   理由として(1)長時間の拘束になりやすい(2)男性ヘルパーのニーズが高 

いが、人数が少ない(3)同行援護などの他サービスと比べて単価が低い、と  

いったことが考えられる。また「身体介護なし」の場合は「身体介護あり」 

と比べて単価が低いため、特にヘルパーの確保が困難である。 

なお、介護保険への移行に伴い通院介助の院内同行ができなくなり、その

分を移動支援で担っている実態がある。 

  ②提言 

   移動支援のヘルパー確保に向けて、適切な報酬単価の設定、研修の実施 

  などの対応策を講じる必要がある。また、介護保険サービスへの移行にあ 

たっては、介護保険にないサービスを必要とする障害者にも配慮しつつ、移 

行期を丁寧に支えるための仕組みづくりや人材の育成に取り組んでいただ 

きたい。 

 

 ２ 災害対策について 

  ①課題・検討内容 

    東日本大震災から７年以上が経ち、当時の記憶が風化しつつあるが、

いずれ東京で大地震が起きることはほぼ確実といわれている。当時の体

験を振り返り、障害児者にとってどのような災害対策が必要か、議論を

重ねていく必要がある。 

    東日本大震災では東京も震度５強の揺れを記録し、高層マンションに

おける移動の確保など、江東区特有の課題が明らかになった。一方、被

災地で聞き取りを行った結果では、避難所にいられず壊れた家にそのま

ま住み続けていた方がいる一方、避難所を回って障害者等への対応につ

いてアドバイスするチームを編成している自治体もあった。 

一次避難所から福祉避難所への移動手段の確保や対象者の選別方法、

避難所で障害者が生活していくための仕組みづくり、事業所が震災発生

後も事業を継続していくための取組みなど、平時から検討していく必要

があり、そのための枠組みが求められる。 

また、ほとんどの事業所でＢＣＰ（事業継続計画）が策定されていな

い。震災発生時に事業の継続を図るためには必要であると認識している

が、情報も少なく事業所単独での策定は困難である。 

  ②提言 

   （１）東日本大震災などの体験を振り返り、地域の特性や障害特有の課

題に対応した災害対策を講じるため、障害当事者も含めた検討の場

を設置していただきたい。 

   （２）区内事業所のＢＣＰ策定を各事業所が推進するにあたり、区にお

いても、情報提供を含めた積極的な支援策を講じていただきたい。 
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 ３ 基幹相談支援センターについて 

  ①課題・検討内容 

    相談支援事業が障害福祉サービスに導入され、支援の実施にあたり重

要な役割を果たすようになってきている中、区内相談支援事業所の専門

性や連携を強化し、多様な障害に対応する総合的・専門的な相談を受け

付ける場として、基幹相談支援センターの設置が必要である。 

  ②提言 

    障害のある人が地域において安心して生活していくためには、総合的

に相談を受け付ける場や、相談支援事業者を支援し、専門性を高める機

関として、基幹相談支援センターの設置が必要である。区において早急

にそのあり方を検討し、設置に向けた対応をされるようお願いしたい。 
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就 労 支 援 部 会 
 

活 動 報 告 書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成３１年１月３１日 
地域自立支援協議会 就労支援部会 
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Ⅰ 部会概要 

 
 部会長 青柳浩二（社会福祉法人のびのび福祉会） 
 部会員 社福）東京都知的障害者育成会、社福）江東楓の会、社福）のびの

び福祉会、社福）ゆめグループ福祉会、社福）おあしす福祉会、Ｎ

ＰＯ）Ｔ＆Ｋ、ＮＰＯ）ブルースター、木場公共職業安定所、江東

特別支援学校、㈱メトロフルール、ＡＬＳＯＫビジネスサポート㈱、

障害者福祉センター、江東区障害者支援課 
      各職員 

 

Ⅱ 会議経過 

 [平成２９年度] 
第１回 平成２９年６月２１日（水） 
 内容 ①これまでの活動報告及び今後の検討内容について 

②担当者連絡会実施について 
    
第２回 平成２９年１０月２７日（金） 
 内容 ①江東区障害者就労・生活支援センターの活動実績について 
    ②定着支援について（就労定着支援事業の実施） 
    
第３回 平成３０年３月７日（水） 
 内容 ①定着支援について（就労定着支援事業所との連携） 
     

 [平成３０年度] 
第１回 平成３０年６月２７日（水） 
 内容 ①これまでの活動報告及び今後の検討内容について 

②江東区障害者就労・生活支援センターのあり方について 
 

第２回 平成３０年１０月２４日（水） 
 内容 ①定着支援について 
    ②区で実施した企業実習に関する２３区調査結果について 
 
第３回 平成３１年１月１６日（水） 
 内容 ①活動内容のまとめと提言について 
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Ⅲ 就労支援部会からの提言・・・課題の解決に向けて 
 
（１）就職支援について 
  ①課題 
   障害者が就職後長く定着するために、支援者は障害特性や希望をきちん

と把握した上で、スキルを向上させ企業とマッチングさせる能力の更なる

向上が求められている。ただ、障害者就労支援施設も報酬改定により、経

営が厳しく就職支援に人を重点配置できない状態も生じている。 
また、企業側も障害者雇用率の改定により労働市場は活性化しているもの 

の、省庁の障害者水増し雇用に代表されるように、官民共に障害者雇用に関

する理解や知識が不足している状況も引き続き存在している。 
  
 ②検討内容 

  ・より詳細な障害者の職業適性把握方法や実習等の効果的な活用方法 
  ・企業の求人情報の連絡体制の確立 
  ・企業への障害者就労に対する理解促進 
  ・障害者施設の工賃確保のための施策 
 
  ③提言 

障害者就労支援機関間の相互連携を強化し、情報や事例の共有、支援員の

能力向上を図るとともに、ハローワークやしごと財団の実習に関する情報や

企業の求人情報の密な共有を図られたい。入社前実習についても、助成金等

障害者がより活用し易い施策を検討されたい。 
また、企業に対する支援として、障害者就労に対する理解促進や新規雇用

のノウハウ提供等の支援を求めたい。 
障害者施設の工賃確保については、受注拡大への施策、特に区において清

掃含む業務受注や自主生産品の購入を検討されたい。 
 
（２）定着支援について 

①課題 
 障害者が企業就労で定着するにあたり、本人、企業、支援者がそれぞれ業

務面や生活面で様々な問題を抱え、さらなる支援が必要とされている。 
 

  ②検討内容 
  ・新規に開始した障害者就労定着支援事業の把握と今後の連携方法 
  ・障害者がより相談し易い支援体制の構築 
  ・支援員の能力向上や、引継ぎを含む各施設間の連携方法 
  ・障害者の家族の高齢化や介護に関する対処方法 
 
  ③提言 
   障害者就労定着支援事業所も含めた障害者支援機関の連携により、制度
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の効果的な活用方法の検討やチーム支援として定着支援強化を図ること。 
   また、障害者就労・生活支援センターでも、登録者及び就職者の大幅増

により丁寧な支援が困難な状況に直面しており、人員面も含めた運営体制

のあり方について検討を図ること。あわせて、夜間・休日相談体制の整備

や利用者同士の交流会の開催等、障害者の定着に必要なサービスについて

精査し、機能強化を図ること。 
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児 童 部 会 
 

活 動 報 告 書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成３１年１月３１日 
地域自立支援協議会 児童部会 
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Ⅰ 部会概要 
部会長 田村 満子（こども発達療育研究所） 
部会員 児童発達支援事業所職員、放課後等デイサービス事業所職員、子ど

も家庭支援センター職員、特別支援学校職員、医療機関職員、江東

区職員（健康推進課、保健相談所、保育計画課、保育課、学務課、

学校支援課、放課後支援課、障害者支援課） 
 

Ⅱ 会議経過 

 
 [平成２９年度] 
１ 部会 

第１回 平成２９年７月１１日（火）午前９時３０分～１２時 
 議題 ①自己紹介 
    ②これまでの活動報告・２９年度の予定 
    ③児童部会に対する課題の報告（各所の課題調査票） 
    ④２９年度のワーキンググループの編成 
 
第２回 平成２９年１０月１７日（火）午前９時３０分～１２時 
 議題 ①各ワーキンググループ活動報告 
    ②障害者福祉計画・障害児福祉計画進捗状況 
    ③医療的ケアを要する障害児支援関係機関連携会議（仮称）設置に

向けての検討 
 
第３回 平成３０年１月２３日（火）午前９時３０分～１２時 
 議題 ①平成２９年度児童部会活動まとめ 
    ・各ワーキンググループ活動報告 
    ・児童通所事業所連絡会の活動報告 
    ・医療的ケアを要する障害児支援関係機関連携会議（仮称）設置に

向けての進捗状況報告 
 

２ 各ワーキンググループ 
（１） 乳幼児ワーキンググループ 

 第１回 平成２９年８月２２日（火）１６時～１８時 
議題 ①発達支援のための子育て関係機関の情報シートの更新、内容検討 

②児童通所事業所連絡会について 
第２回 平成２９年１２月１２日（火）１６時～１８時 
議題 ①発達障害のある兄弟ケースの事例検討 

②発達支援のための子育て情報・チラシに関して報告 
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（２） 学齢期ワーキンググループ 
第１回 平成２９年８月２４日（木）１６時３０分～１８時３０分 
議題 ①事例検討（関係機関の連携が必要なケース）、課題の抽出と整理 

 第２回 平成２９年１２月１９日（火）１６時３０分～１８時 
     （第２回医療的ケアワーキンググループとの共催） 
 
（３） 医療的ケアワーキンググループ 

第１回 平成２９年８月３日（木）１６時３０分～１８時 
議題 ①在宅レスパイトモデル事業について 

②墨東特別支援学校（動ける医ケア児）の事例検討 
第２回 平成２９年１２月１９日（火）１６時３０分～１８時 
議題 ①事例検討（軽度医ケア児の保育園の受入れについて） 

②放課後等デイサービスからの報告（こぴあクラブでの課題報告・  

検討） 
 
 [平成３０年度] 
１ 部会 

第１回 平成３０年７月６日（金）１３時３０分～１５時３０分 
 議題 ①これまでの児童部会活動報告 

②小児在宅医療連携会議の概要について 
③児童部会に対する課題の報告（各所の課題調査票） 

    ④３０年度のワーキンググループの編成・活動について 
 

第２回 平成３０年１０月５日（金）９時３０分～１１時３０分 
 議題 ①各ワーキンググループ活動報告 
    ②各ワーキンググループ課題の検討 
 
第３回 平成３１年１月２４日（木）１３時３０分～１５時３０分 
 議題 ①各ワーキンググループ活動報告 
    ②提言のまとめ 

 
 
２ 各ワーキンググループ 
（１） 乳幼児ワーキンググループ 

 第１回 平成３０年８月３０日（木）１６時～１８時 
議題 ①発達支援のための子育て関係機関の情報シートについて 

②各事業所における課題 
③子育てメッセのチラシ検討 

第２回 平成３０年１２月５日（水）１６時３０分～１８時４０分 
議題 ①乳幼児期の児童・家庭支援のための課題整理 

②自立支援協議会への提言について 
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（２） 学齢期ワーキンググループ 
第１回 平成３０年９月７日（金）１６時３０分～１９時 
議題 ①事例検討（関係機関の連携が必要なケース）、課題の抽出と整理 

 第２回 平成３０年１１月２９日（木）１６時３０分～１８時３０分 
   議題 ①各事業所（部署）における課題 
      ②自立支援協議会への提言について 
 
（３） 医療的ケアワーキンググループ 

第１回 平成３０年９月６日（木）１６時～１８時 
議題 ①小児在宅医療連携会議の概要について報告 

②医療的ケア児の実態把握について 
第２回 平成３０年１０月１８日（木）１６時～１７時３０分 
議題 ①医療的ケア児の実態調査の実施について 

第３回 平成３１年１月１７日（木）１６時～１８時 
議題 ①医療的ケア児の実態調査について（結果報告・検証） 

②自立支援協議会への提言について 
 
Ⅲ 児童部会からの提言・・・課題の解決に向けて 
 
１ 福祉型児童発達支援センターの南部地域（臨海部）への設置 
 

  （１）課題   
発達支援の通所希望者は増加を続けている。各事業所は受け入れ日数や枠

を増やして対応しているが、現状は飽和状態である。 
また、こども発達支援センターにて実施している「保育所等訪問支援事業」

や「区：相談事業」も利用者が増加し続けている。 
  （２）検討内容 

早期発見・早期療育の実現のための受け入れ施設の拡大について、また、

福祉型児童発達支援センター機能の充実について検討した。 
  （３）提言 

児童発達支援の中心的な役割を担い、本人のみならず、家族支援も含めた

総合的な支援を行うため、福祉型児童発達支援センターを江東区の南部地域

（臨海部）に設置する必要がある。 
 

２ 障害児短期入所施設の整備 
 
（１）課題 
 要保護支援（本人が家族に暴力、家族から本人への虐待等）が必要なケー

スや、家庭支援（家族の入院、介護、レスパイト等）が必要なケースがあり、

身近に短期で入所可能な施設が足りない。 
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  （２）検討内容 
発達障害児を含めた特別支援教育対象児は急増しており、特に小学校高学

年からの要保護支援・家庭支援が必要なケースは緊急性が高い。本人・家庭

状況を鑑みながら学校・相談支援・区在宅相談係の担当職員が中心になり東

京近郊受け入れ可能な施設を探しているが容易に見つからない状況があり、

江東区内での受け入れ体制を検討した。 
（３）提言 
現在整備検討中の多機能型施設に、上記課題に対応可能な短期入所の機能

が必要である。 
 

３ 基幹相談支援センターの早期設置 
 
（１）課題 
 保護者が経済面・精神面に困難を抱える家庭で、児童が、教育権や生活権

を脅かされている現状がある。関係機関との連携や福祉サービスの調整が困

難。 
発達障害児を含めた特別支援教育対象児が急増している中で、地域生活、学

校生活、家庭生活などで生きにくさを抱える本人・保護者は多様な問題を抱

えてきている。 
  （２）検討内容 

・福祉サービス等利用計画を作成し、地域生活を支援している相談支援事業

所を束ねる機関の必要性について 
・各相談支援事業所が抱える利用計画が上手く進行しないケースに対応する

ための機関の必要性について 
・福祉サービスの利用に直結するとは限らない基本相談への対応体制の充実 

  （３）提言 
基幹相談支援センターのあり方等を早急に検討し、設置に向けた対応が必

要である。 
 
４ 医療的ケア児の実態の把握 

   
（１）課題   
医療的ケアワーキンググループにて医療的ケア児の調査を実施し、区内に

７１名の医療的ケア児の存在が判明した。その内７５％が０歳～１歳となっ

ており、今後のサービス利用が増大する可能性がある。 
  （２）検討内容 

医療的ケア児が増えていく中で、医療的ニーズとサービスニーズ双方につ

いて検討が必要である。また、運動機能の向上した医療的ケア児への対応、

医療的ケア児のインクルージョンについての検討も重要な課題である。 
  （３）提言 

医療的ケア児の支援のあり方、サービスの見込みを検討するうえで、江東
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区として、医療的ケア児の実態把握が必要である。 
 

５ 医療的ケア児の受け入れ体制整備 
 
（１）課題   
児童発達支援センター等各事業所において、医療的ケア児の支援を実施す

るには、医療的サポートをするための看護師等の配置が必須である。現状と

しては、看護職の配置が困難である。 
  （２）検討内容 

児童発達支援センター等において、看護師等医療的サポートができる職員

の配置が必要である。現状では、看護師等が見つからない、不足している状

況があり、本人・保護者の負担が大きい。また、障害児の支援施設における

看護師等業務の周知方法、予算等の課題がある。 
（３）提言 
医療的ケア児の支援を実施するためには、安定的な看護師等職員の配置を

検討する必要がある。特に医療的ケア児が多く利用している福祉型児童発達

支援センター事業においては看護師の複数配置が必要である。また、看護師

以外の小児の医療的ケアに関わる人材育成等の支援が必要である。 
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権 利 擁 護 部 会 
 

活 動 報 告 書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成３１年１月３１日 
地域自立支援協議会 権利擁護部会 
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Ⅰ 部会概要 
部会長 根本 雅司（権利擁護センター） 
部会員 権利擁護センター職員、障害者・児施設職員、介護事業所職員、医療

機関ＳＷ、当事者団体代表者、弁護士、社会福祉士、人権擁護委員 
江東区職員（障害者支援課、地域ケア推進課） 
 

Ⅱ 会議経過 

[平成２９年度] 
第１回 平成２９年６月３０日（金） 
 内容 ①自己紹介 

②基幹相談支援センターについて 
③本年度の検討テーマについて 

 
第２回 平成２９年８月２５日（金）  
 内容 ①自立支援協議会全体会報告 
    ②本年度の研修会について 
    ③平成２８年度の障害者虐待について 
 
第３回 平成２９年１０月２７日（金） 
 内容 ①研修会について 
    ②障害者差別解消法該当事例について 
    ③障害者虐待事例について 
 
第４回 平成２９年１２月２２日（金） 
 内容 ①研修会について 
    ②障害者が利用できる施設調査について 
    ③障害者虐待事例について 
 
第５回 平成３０年２月２３日（金） 
 内容 ①研修会について 
    ②第２回自立支援協議会全体会報告 

③障害者計画・障害者福祉計画・障害児福祉計画について 
 
第６回 平成３０年３月２日（金） 
 内容 研修会「障害者差別解消法」施行２年を迎えて 
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[平成３０年度] 
第１回 平成３０年６月１５日（金） 
 内容 ①自己紹介 

②昨年度研修会の反省 
③本年度の検討テーマについて 

 
第２回 平成３０年８月１７日（金） 
 内容 ①区からの報告 
     ・平成２９年度障害者虐待対応件数 
     ・障害者差別解消法相談件数及び概要 
    ②本年度の検討テーマ 
    ③研修会について 
 
第３回 平成３０年１０月１９日（金） 
 内容 ①研修会について 
    ②課題と提言について 
 
第４回 平成３０年１２月２１日（金） 
 内容 ①研修会について 
    ②課題と提言について 
 
第５回 平成３１年２月１５日（金）【予定】 
 内容 ①自立支援協議会全体会報告 
    ②研修会について 
 
第６回 平成３１年３月４日（月）【予定】 
 内容 ①研修会「災害時における障害者の権利擁護について」 
 
Ⅲ権利擁護部会からの提言・・・課題の解決に向けて 
①検討内容 
〔平成２９年度〕 
  平成２９年度は新たに、当事者団体代表者、人権擁護委員を部会員に加え、

更に様々な視点から障害者の人権擁護について検討を行った。 
部会では、江東区における障害者虐待、障害者差別の事例について、区から

の報告を受け、部会内で共有するとともに、内容を検討し、権利擁護に対する

認識を深めた。また、障害者差別解消法施行１年を経て、どのように状況が変

化したのかを研修会で報告することとした。この他に、障害者児が外出時に利

用できる施設の情報を出し合って一覧にする取組を始めることとした。 
研修会は、平成３０年３月２日に地域自立支援協議会主催として、各部会か

ら代表者を招き、パネルディスカッション形式で「障害者差別解消法施行２年

を迎えて」と題して企画、実施した。 
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〔平成３０年度〕 
  平成３０年度は、前年度の研修会の成果を基に、本部会の方向性は障害者

の権利擁護のために幅広く情報を広めることにあると再確認するところから

始まった。部会では、研修会のテーマの検討、区に寄せられた障害者差別の

事例、障害者施設等からの権利擁護に関する事例の検討と、障害者児が外出

時に利用できる施設の情報収集を行った。 
  本年度の研修会は権利擁護部会の主催で、平成３１年３月４日に「災害時

における障害者の権利擁護について」として行う予定である。 
 
②課題 
 障害者の権利を守る取り組み 
   障害者虐待防止法が施行されてから約７年、障害者差別解消法が施行さ

れてから約３年が経とうとしているが、未だ制度が生活に結びついている

実感がない。自分たちの権利を認識していて声をあげられる当事者は多く

なく、障害を理解している一般の方も多くはないというのが現状である。

まずは、障害当事者、難病患者の皆さんに自分たちの権利を認識してもら

うことが必要である。そのためには、当事者への啓発活動はもちろんのこ

と、その方たちを支える障害者施設職員等関係者が制度を理解することが

重要である。また、合理的配慮の提供者である公共機関、民間事業者への

制度周知、当事者の保護者・家族や一般区民への障害理解、制度について

の啓発活動を行い、お互いが分かりあい、障害当事者、難病患者が安心・

安全に暮らせる地域づくりへと繋げていくことが必要である。 
③提言 
１ 啓発活動 

   権利擁護部会では、施設職員や当事者向けの研修会を行ってきた。今後

も同様に、施設職員や当事者に向けて研修会という形で様々な情報を発信

し、障害者の権利擁護についての啓発を行っていく。区においては、施設

に属さない障害当事者や、難病患者への情報発信も行い、合理的配慮の提

供者である民間事業者への制度周知も進められたい。 
 
 ２ ネットワークの構築 
   障害者の権利擁護のための法や制度が円滑に活用されるためには、関係

者、関係機関が制度を熟知するとともに、お互いの連携が不可欠である。

そのためには、関係者、関係機関がネットワークを作り情報連携、行動連

携を取ることが重要である。権利擁護部会においては、権利擁護に関する

課題を関係機関より集約し、検討・検証、関係機関と情報共有を行うが、

区においても、障害者の権利擁護のためのネットワークを構築し、円滑な

連携を図る仕組みづくりを進められたい。 
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平成 31 年度障 害者実態調査 について（案 ）  

 

１ 目 的    

平成 32 年度に策定を予定している、第 6 期江東区障害福祉計画及び第 2

期江東区障害児福祉計画（平成 33～35 年度）の基礎資料とするとともに、

今後の施策のあり方を検討する。 

 

２ 調査対象（人数等は想定数） 

 （１）障害者（児）本人  4,800 人（無作為抽出又は団体等経由） 

   ① 身体障害   1,200 人   ⑤ 発達障害    500 人 

   ② 知的障害   1,100 人   ⑥ 高次脳機能障害 100 人 

   ③ 精神障害   1,100 人   ⑦ 難病      700 人 

   ④ 重症心身障害  100 人  

 （２）サービス提供事業者  約 200 か所   

 （３）障害者団体       約 40 団体 

 

３ 調査実施時期  平成 31 年 10 月～11 月（予定） 

 

４ 調査結果報告  平成 32 年 3 月（予定） 

 

５ 調査内容 

  障害者の生活実態、障害福祉サービス等の利用状況や利用に関する意向 

などに関する項目を中心とする。 

 

６ 調査方法   

（１）障害種別に基づく無作為抽出による郵送調査（自記入式。ただし、 

家族等による代理回答も可）。 

（２）発達障害など、手帳が交付されていないため無作為抽出が難しい場合 

は、関係団体などを通じて調査票を配布し、郵送回収。 

（３）障害者団体には、調査票に加え、ヒアリングも実施予定。 

 

７ その他 

  障害別の調査項目等については、前回の調査票に対するご意見を踏まえ、

業者と調整の上、平成 31 年度の協議会に、調査票（案）を提示する予定。  

 

 

資料 4
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８ 今 後 の ス ケ ジ ュ ー ル （ 案 ）   

平成 31 年 1 月 31 日 地域自立支援協議会 

2 月 13 日 計画等推進協議会 

4～6 月 調査集計等受託事業者公募 

事業者決定 

7～8 月 計画推進協議会・地域自立支援協議会へ、調査票（案）

を提示 

8～10 月 調査票印刷・点字版調査票作成、発送準備 

10 月～11 月 調査票発送～調査票回収 

団体ヒアリング 

12 月 計画等推進協議会へ集計中間報告 

平成 32 年 1～2 月 計画等推進協議会、地域自立支援協議会へ、調査結果

報告（案）を提示 

 （ 報 告 書 印 刷 製 本 ）  

3 月 調査結果報告書完成 

4 月以降 第 6 期障害福祉計画・第 2 期障害児福祉計画（平成 33

～35年度）策定作業 

※  国 の 動 向 等 に よ り 、 変 更 が 生 じ る 可 能 性 も あ り ま す 。  

   


























































































































































































